


不規則なベトナム援助

　今回は政府開発援助（ODA）
を切り口にして、ベトナム社会主
義共和国の内側に目を向けてみた
い。ベトナムは、中国の政治、経
済の影響を受けやすいインドシナ
半島の一角にあって、タイと共に
中国と一定の距離を保っている
ASEANの一国だ。また、「自由
で開かれたインド太平洋」という
視点からも、東・南シナ海に面し
た重要な国として、時代とともに
その重みを増している。
　ところが、日本外交の重要な手
段であるODA、なかんずく円借
款協力を見ると、年々減少の一途
を辿り、2018年、19年の両年で

は実績がゼロにまで落ち込むとい
う不規則にして不透明な状態が続
いている。
　20年になると、17年１月の安
倍晋三総理（当時）とグエン・ス
アン・フック首相（当時）との会
談で決まった６隻の新造巡視船の
供与と、小規模のかんがい協力が
ODA実績となっているだけであ
る。巡視船の供与は、中国との南
シナ海における南沙（スプラトリ
ー）諸島の領海権をめぐる厳しい
外交問題に対処する協力と言われ
るもので、過去にも同じ目的でフ
ィリピンに沿岸巡視船を供与して
いる。
　筆者は、不規則な対ベトナム援
助について、国際協力機構
（JICA）のベトナム担当者
に「援助案件の掘り起こしに
向けてちゃんとアプローチし
ているのか」と尋ねてみると、
最近、ベトナム役所レベルで
は、「要請案件づくりは、今
や私たちの仕事ではない」と
言って、消極的態度を見せて
いるという。

　つまり、日本に要請する援助案
件づくりは、今やベトナム側の役
所、役人に権限がなく、基本的に
は国会レベルの仕事だと言わんば
かりの態度だという。そこには、
どう見ても“汚職への嫌疑”を恐
れる心境が見てとれる。10年以
上前の話であるが、わが国の開発
コンサルタントとベトナム官僚と
の癒着が日本で表面化して、大き
な社会問題となり、日本の一つの
開発コンサルティング企業が廃業
に追い込まれるという大スキャン
ダルが発生したことがあった。そ
の頃からベトナム側でも、開発援
助をめぐる役人の汚職問題が深刻
化していったのかもしれない。

政治的な汚職撲滅運動

　恐らくベトナム側でも、この問
題はいずれ規律面で社会主義体制
をゆるがす問題になりかねないと
将来を懸念して、次に述べるよう
に、党レベルでの汚職撲滅運動へ
と発展する素地ができあがったと
言える。
　その旗振りの中心人物は現在、

ベトナム政府のトップに立ってい
るグエン・フー・チョン書記長で、
その配下に政府の国家主席グエ
ン・スアン・フック、首相ファ
ム・ミン・チン（前はフック首
相）という陣容が組まれ、政権の
「反汚職闘争」という看板をかか
げている。
　日本貿易振興機構（ジェトロ）
アジア経済研究所などの資料によ
ると、チョン書記長はベトナム社
会主義体制の気の緩みを正し、政
治革新を断行したことで頭角を現
すようになったという。なかでも
体制を引き締める意味で、社会主
義体制の気のゆるみを正し、政治
革新を断行し、政権を掌握した男
として広く知られるようになって
いる。特に、政権を担う共産党幹
部の汚職追及では、その名を高め、
それを追い風にしてベトナムの新
しいリーダーへ伸し上がった人物
として広く知られるようになった
と言われる。
　その点は、その経緯において中
国の習近平国家主席の登場とよく
似ている。習近平は将来が有望視
され、いずれ習主席の政敵になり
得るような有望な幹部党員を次々
と“汚職追放”という大義名分の
下で失脚させて、今日のような独
裁的な地位を築いたと言われてい
る。
　ベトナムの最高権力者となった
グエン・フー・チョン書記長も習
近平を見習ったわけではないと思
うが、党幹部まで汚職追放を断行
して、現在の絶対的な地位を築い
たと言われ、中国の習近平国家主
席のケースと酷似しているとも言

われている。
　2016年１月の第12
回党大会以来、グエ
ン・フー・チョン書記
長は「反汚職・綱紀粛
正キャンペーン」を展
開し、民間人や政府役
人は言うまでもなく、
党員にも厳しく対処し、
将来を嘱望される若手
党員まで排除している。
　たとえば、若手のホープと言わ
れていたダナン市のグエン・スア
ン・アイン党委書記は、党常務委
員会による人事、土地整地、公共
契約などの違反、学歴詐称、企業
からの贈与などで、党中央委員を
解任された。彼はダナン市の人民
評議会主席、最年少の党中央委員
として将来が嘱望されていた。ま
た09～11年にかけて同国最大の
国有企業グループであるベトナム
国営石油・ガス経済グループの会
長タム氏は終身刑となったが、約
45億円（9,000億ドン）の損失を
与え、他幹部と共に違法な契約や
投資事業に関与したという罪状で
ある。

混迷する援助のあり方

　とにかく、これまでの順調な経
済発展の中で、ある意味で発展に
酔いしれていた一党支配の気の緩
みを一新しようとしたのが、チョ
ン書記長の反汚職・綱紀粛正運動
の狙いのようである。しかし、そ
れは同時に自らの出世街道でもあ
ったと言えよう。
　こうした中で、これまでの国家
財政赤字の解消に向けて、すでに

公約債務の増大が問題になってい
たが、ベトナム政府はその対策と
して、2012年に公的債務を対
GDP比で65％以下にまで抑制す
ることを決定し、19年には56.1
％にまで減少させている。
　しかし、そうした中で、日本を
はじめ他の援助国を含めて新規承
諾額も減少した。日本の対ベトナ
ム援助（主に円借款）が17年か
ら大幅に減少し、18、19両年が
実績ゼロの状態に落ち込んだのも、
繰り返しになるかもしれないが、
16年１月からの第12回党大会以
来のグエン・フー・チョン書記長
の“反汚職政治闘争”が大きく影
響していると言えないこともない。
　援助する側にとっては、これか
らどういうアプローチが最適か。
私たちにはベトナムの反汚職運動
の根本に立ち戻って、これまでと
違う、新しい援助のあり方が求め
られていると言えないこともない。
少なくとも、ベトナム政府官僚た
ちとの、これまでのような関係は
許されないだろう。これからは透
明性のより高い関係、これまでと
異なる制度設計を必要とする時代
になるのかもしれない。

ベトナム援助の裏側を見る
「反汚職闘争」という名の政治改革
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ベトナム・ホーチミン市街の一角。市民経済が活性化している＝筆者撮影
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宇宙に煌めくフロンティア～進む衛星活用の社会実装

いる企業が（株）アストロスケー
ルホールディングスだ＝36ぺー
ジ参照。創業後わずか８年ながら、
精鋭技術者を擁し、この分野のト
ップ企業に躍り出た。今年５月に
は、デブリ除去の商用サービス化
に向けた技術革新のため、英企業
とともに英国宇宙庁から250万ド
ルの資金協力を得た。

国際協力と同時に企業育成も

　経済産業省製造産業局宇宙産業
室長の是永基樹氏＝VOICE参照
＝によると、日本の宇宙産業の規
模は１兆1,200億円。宇宙基本計
画では、これを2030年代早期に

倍増する政府目標を掲げている。
経産省にとってはインフラの海外
展開戦略としても力が入るが、競
争力に応じたメリハリを付ける必
要がある。
　衛星の社会課題解決への利活用
に詳しい東京大学空間情報科学研
究センター長、柴崎亮介教授は
「日本が力を入れるべきなのは、
超小型衛星の利活用と、衛星デー
タの解析をするプラットフォーム
を育てることだ」と指摘する。
　衛星の分野では、活発化する新
興企業の競争原理を生かした性能
と割安な衛星が開発途上国でも応
用がおおいに活躍が期待できると

いう。また、衛星データのプラッ
トフォームの役割を務める企業が
あれば、途上国にどのように衛星
データを使いこなすか指南し、人
材育成をするなど国際協力の幅が
拡大できる。ただし、そのために
はこの新しい分野で民間企業の競
争力を培いながら、国際協力のプ
レーヤーとして育んでいく必要が
ある。
　JICAやJAXAもこうした点を意
識して動き始めた。宇宙という技
術革新のフロンティアをどう位置
づけ、開発協力に生かしていくか、
特集でフォーカスする。   
（本誌編集委員・竹内 幸史）

コンステレーションが活発化

　宇宙産業にスタートアップなど
新興勢力が台頭し、「ニュースペー
ス」の時代が到来している。その中
で、宇宙航空研究開発機構（JAXA）
や国際協力機構（JICA）による宇宙
関連技術を使った国際開発協力も
新たな段階に入りつつある。
　ここで、昨年に改訂された政府
の「宇宙基本計画」の要点から振
り返っておこう。まず、国際的動
向として頭に入れておきたい点は、
安全保障における宇宙空間の重要
性が一層高まっていることだ。米
国のトランプ前政権による「宇宙
軍」創設に続き、日本の航空自衛
隊も宇宙作戦隊を新編した。日本
政府は外交指針である「開かれた
インド太平洋（FOIP）」を宇宙
政策においても堅持し、日米宇宙
協力の強化を図る方針だ。
　特に、「宇宙強国の建設」を掲
げる中国の勢力伸長は著しい。
2019年には月の裏側への着陸に
成功したほか、衛星打ち上げ回数
も前年に続いて世界最多を記録し
た。中国が開発した北斗衛星測位
システムの世界への普及を図るほ
か、インドネシアやカンボジアで
は中国製の電子基準点設置も支援
した。一帯一路構想と宇宙関連事
業で相乗効果を上げるかの勢いだ。
　一方、世界の宇宙産業において
は、複数の小型・超小型の人工衛

星を次々に打ち上げて連携させ、
一つの機能やサービスを実現する
「コンステレーション」の動きが
活発化している。ロケット打ち上
げの低コスト化、再利用化も進ん
でいる。これらの動きが相まって
「ゲームチェンジ」を引き起こし、
民間企業が宇宙開発を主導する
「ニュースペース」と言われる時
代を創出している。
　ところが、そんな世界の動きに
対し、日本は後塵を拝している。
宇宙基本計画も次のように強い危
機感を表明している。「この激し
い環境変化への対応において、技
術面を含め、欧米に遅れを取り始
めている。（中略）このまま競争
力格差の拡大を許せば、我が国が
戦後培ってきた宇宙活動の自立性
を支える宇宙機器産業に深刻な影
響が生じることが懸念される」
　日本の宇宙産業は従来、官主導
の発展を続け、今も「官需」が宇
宙市場の約８割を占めている。だ 
が、近年は新たな動きも起きつつ
ある。デジタル化の波に乗り、異
業種と思われていたIT人材など
が宇宙産業に参入し、宇宙産業の
裾野が広がってきた。
 さらに衛星の小型化とその活用
技術で世界と競うベンチャー企業
が登場している。衛星データ解析
によるソリューション提供をして
いる(株)Synspective（東京）は
今年２月、小型の合成開口レーダ

ー（SAR）衛星で日本初の画像
取得に成功した。SAR衛星は光
学衛星と異なり、電波を発射して
地上から跳ね返ってきた電波から
地上を観測する。解像度は光学セ
ンサーに劣るが、曇天や夜でも地
表を観測できる利点がある。地表
のミリ単位の変動も検出でき、災
害対策などに多彩な応用が可能だ。
同社は今後2020年代後半に30機
のコンステレーション構築を目指
している。低軌道を周回し、世界
のどこで災害が起きても、２時間
以内に観測が可能になり、観測し
たデータの自動解析もする。
 宇宙ベンチャーの動向は、急成
長を期待する投資を呼び込んでい
る。光学観測衛星５機を運用する
（株）アクセルスペースホールデ
ィングスは５月、７団体から計約
26億円を調達し、23年までに新
たな衛星５機を打ち上げ、10機
体制に強化する予定だ。
　つくば大学で創設されたスター
トアップとしては、（株）ワープ
スペースがある＝27～28ページ
参照。電波による従来の通信では
周波数を確保する手続きが大変だ
が、同社は超小型衛星を使った光
通信の実現を狙っている。
 一方、広大な宇宙空間も地球の
軌道上には使用済み人工衛星など
が放置され、大量のスペースデブ
リ（宇宙ゴミ）で汚染されている。
これに対し、果敢に立ち向かって
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「ニュースペースの時代」新たな開発協力
宇宙ベンチャーの力を生かせ
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新たな補助金で衛星ビジネスを支援

　宇宙ビジネスでは、高度な半導体や素材など
の普及によって、非常に高機能な部品やコンポ
ーネントが容易に入手できるようになった。これに
伴い、高性能な人工衛星の小型化・低コスト化が
進んできた。また、ビッグデータ処理によって膨大
な衛星データの付加価値が高まり、民間での小
型衛星の打ち上げ需要が急増してきた。さらに民
間におけるロケットの打ち上げ競争や再利用化
で、輸送手段も低コスト化・多様化が進んだ。この
ため、小型の人工衛星を大量に生産し、打ち上
げる「メガ・コンステレーション」が登場した。
　企業の宇宙分野への新規参入はどんどん進
んでいる。モルガン・スタンレーの予測によると、宇
宙ビジネス全体の市場規模は2040年までに
2017年の37兆円から約３倍の100兆円規模に
拡大すると考えられている。この傾向は、新型コロ
ナウイルスの感染拡大後もほとんど変わらず、伸
びている。宇宙ビジネスの特徴が「非接触」や「リ
モート」なので支障はなく、逆に注目が高まってい
る。
　日本の宇宙産業の規模は、（一社）日本航空
宇宙工業会によると、ロケット、衛星、地上局など
の設備機器を製造する「川上」と言われる宇宙

機器産業規模が約3,500億円。衛星通信・放送
の提供や、リモートセンシングによるデータを提供
する「川下」の宇宙利用サービスは約7,700億
円。合わせて約１兆1,200億円あり、日本政府は
2030年代早期にこれを倍増させる目標を立てて
いる。
　2017年に内閣府宇宙政策委員会がまとめた
宇宙産業ビジョンでは、宇宙機器分野の新規参
入促進、宇宙利用では衛星データへのアクセス
改善などの方向性が示された。18年には、安倍
首相（当時）の音頭で宇宙ベンチャー育成の支
援策が出された。最新の宇宙基本計画ではイノ
ベーションがキーワードとなった。
　経産省はこうした重点政策の変遷を踏まえ、従
来からのハイパースペクトルセンサーや宇宙太陽
光発電の開発を重要な産業基盤として取り組み
を継続させると同時に、部品・コンポーネント開発
や衛星データの利活用における限られた政策リ
ソースを、小型衛星コンステレーションなど新しい
市場動向も見据えたベンチャー企業や新事業の
支援にシフトさせてきた。小型・中型衛星は「基幹
衛星」として引き続き重要だが、抗堪（こうたん）性
や即時性に優れた超小型衛星コンステレーショ

ンと補完し合うことで、新しいビジネスが生まれてく
ると考えている。今年度は、コンステレーションの
基盤技術開発で補助金を提供する事業を４年計
画で始める予定だ。
　宇宙ビジネスの支援は、「インフラシステム海
外展開戦略2025」の中でも位置付けられてい
る。地上インフラが不十分な開発途上国・新興国
において小型衛星と超小型衛星の利用ニーズ
は高く、相手国のニーズを踏まえた開発支援を推
進したい。また、人材育成とのパッケージにより、
途上国における衛星利用を促進することにより、
宇宙利用市場の開拓を図りたい。わが国は
2010年代初めから大学を中心にベトナム、バン
グラデシュ、モンゴル、ルワンダ、ガーナなどで衛星
活用のキャパビルに取り組んできた。こうした人材
が相手国の宇宙機関で幹部になっており、国際
協力の成果を日本の宇宙機器産業や衛星デー
タ利用サービスの海外受注に着実につなげた
い。
　さらに、衛星などのデータを気候変動などの地
球規模課題や各国固有の社会・経済課題解決
に用いることにより、持続可能な開発目標
（SDGs）の達成にも貢献を目指したい。

経済産業省製造産業局 宇宙産業室長　是永 基樹氏


